
○ 社⾧の⾧谷川でございます。
○ 本日はお忙しいところ、弊社説明会にご参加いただきまして誠にありがとうございます。
○ 本日はまず、第2四半期決算についてご紹介したのち、先般実施しました公募増資、また中計の進捗につきまして、ご説明いたします。







○ それでは資料の3ページをご覧ください。
○ 第2四半期におきましては、4度目となる緊急事態宣言が発出されるなど、コロナ影響の⾧期化等により、第1四半期に引き続き厳しい状況となりました。
○ 結果、上期累計で連結営業収益が4,368億円、連結営業損失が▲861億円、連結当期純損失が▲686億円でございました。
○ コスト削減につきましては、安全の確保を前提に取り組みを進め、連結で▲520億円の削減を実行しました。
○ 厳しい状況ではございますが、概ね想定どおり推移していることを踏まえ、通期の業績予想につきましては、据え置くことといたしております。
○ 次のページをご覧ください。



○ 第1四半期決算時にお示しした業績予想では、9月末ないし10月末までは当時の足元の状況が継続すると想定しておりました。
○ 9月末に緊急事態宣言が全面的に解除されたことなどを受け、ご利用状況は回復基調に転じており、今のところ、概ね想定の範囲内で推移しております。
○ 今後の需要回復促進の取り組みなどにつきましては、後ほど改めてご紹介いたします。
○ 続いて、7ページをご覧ください。







○ 単体決算の概要でございます。
○ 営業収益は、対前年で運輸収入の増により、+259億円の増。
○ 営業費用は、対前年で▲220億円減。安全に関する施策は着実に実施したうえで、対前年で▲110億円の節減を実施したほか、動力費や減価償却費の減等によります。
○ しかしながら、緊急事態宣言の延⾧等、新型コロナウイルス感染症による影響の⾧期化により、営業損益では▲809億円の損失、第２四半期累計の純損益は▲638億円の損失となっております。
○ なお、通期業績予想につきましては、変更ございません。



○ 8ページをご覧ください。運輸収入につきましては、コロナ影響がやや軽減したことにより、前年同期比で276億円の増加となりました。
○ 内訳としまして、新幹線が170億円、近畿圏が84億円、その他在来線が21億円、それぞれ増加しました。新幹線の170億円増の内訳は、山陽新幹線が150億円、北陸新幹線が19億円増でございます。





○ 10ページをご覧ください。単体営業費用について説明します。
○ まず人件費でございますが、賞与水準の見直しや人員減等により、▲21億円減少いたしました。
○ 動力費については、ダイヤ改正に伴う車両キロ減などにより▲16億円の減。
○ 修繕費は、工事の進捗差や、不急の工事について時期調整を行ったことなどにより、▲69億円の減少となっております。
○ 業務費につきましては、会社間清算の減、厳しい経営環境をふまえた広告宣伝費の節減等により、▲58億円減少いたしました。
○ 減価償却費は、新幹線車両の償却方法見直しなどにより、▲56億円減となりました。
○ その他営業費目につきましては記載の通りでございます。
○ なお、営業費用は前年比で総額▲220億円の減少となっておりますが、このうち▲110億円が費用節減によるものです。





○ 12ページ、13ページをご覧ください。連結決算の概要につきまして、セグメント別にご説明申し上げます。
○ 流通業は、対前年で82億円の増収でございます。コロナ影響がやや軽減したことで赤字幅は縮小したものの、▲69億円の営業損失となりました。
○ 不動産業は、対前年で23億円の増収、営業利益は10億円増えて161億円となり、黒字を継続しております。
○ その他事業は、旅行業・工事業における減等により対前年▲38億円の減収、旅行業における非旅行業事業の拡大等により赤字幅は縮小したものの、▲61億円の営業損失です。
○ なお、通期業績予想につきましては、変更ございません。





○ 14ページをご覧ください。
○ 純資産は公募増資による2,522億円の調達などにより増。
○ ⾧期債務残高は、社債等で2,090億円を調達したことなどにより、17,577億円となっています。



○ 15ページをご覧ください。
○ 設備投資計画ならびに配当予想につきましては、前回予想からの変更はございません。
○ 次に、17ページをご覧ください。





○ 先般実施した公募増資、ならびに中計の進捗等についてご説明いたします。
○ 新型コロナウィルスの影響により鉄道需要は一時的に落ち込んでいますが、緊急事態宣言の終了、ワクチン接種や治療薬の拡がりに伴って、今後、足元の回復基調が続くものと見込んでおり、アフターコロナのニューノーマルでは、レジャー需要を中心に成⾧を目指していく考えです。
○ また、当社エリアでは大阪万博等のマクロイベントや大規模開発プロジェクトなど、様々な需要創出イベントも見込まれ、これらの需要を遅滞なく取り込んで成⾧するため、それらに先んじてエクイティ調達により財務基盤を整えることで、成⾧投資を継続できる体力を確保することとしました。
○ 今後の需要回復に加え、新たな需要創出イベントに資金面で対応し、アフターコロナの成⾧を通じて、株主価値向上の実現を目指してまいります。
○ スライド右上の資金使途にもございますとおり、収益・コスト両面からのアプローチによって、コロナ前を上回る利益水準をできる限り早期に実現するため努力していく所存です。
○ 次のページをご覧ください。



○ 資金使途について、私どもの「中計2022」見直しに沿ってご説明いたします。
○ まず、「安全性向上」につきましては、揺るがぬ経営の根幹であり、着実に進めてまいります。
○ 「経営の強靭化」に関しましては、コスト構造改革に向けた鉄道オペレーションの生産性向上に向けて、300億円をセンサーやIoTネットワークの整備等に充当いたします。
○ 「地域共生」に関しましては、300億円を新幹線車両等の新製に充当するほか、大規模まちづくりプロジェクトである、大阪に700億円、広島に300億円を充当します。
○ 「デジタル戦略」に関しましては、モバイルICOCA等のシステム開発や、マーケティング強化に向けたデータ利活用基盤の整備などに100億円を投じる計画です。





○ 次に中計見直しの進捗についてお話しいたします。20ページをご覧ください。
○ まず最重要戦略であり、経営の根幹である安全についてです。
○ 18年6月に発生した大阪北部地震では、ご乗車中のお客様約14万人に駅間で降車いただきましたが、最大で6時間近く要し、多大なご迷惑をおかけいたしました。
○ この反省を踏まえ、地震発生時における運転規制に関するルールを見直すとともに、より細かな範囲で震度を推定できるシステムを導入し、次駅まで移動可能な列車を特定できるようにすることで、お客様のご不便の最小化を図っていく仕組みを構築しました。



○ 続いて21ページをご覧ください。
○ コスト構造改革については、基礎的な運輸収入がコロナ前の9割にとどまっても安定的な利益を確保できるよう、構造的なコスト削減の取り組みを進めています。
○ スライド中央にお示ししているとおり、今期はコスト構造改革の取り組みにより▲50億円削減する計画ですが、第2四半期末時点で▲24億円の削減と順調に進捗しております。
○ 右側にございますとおり、10月2日にはダイヤ改正を実施、臨時列車についても状況を見ながら運行するか否か柔軟に判断を行うなど、取り組みを進めています。
○ 第2四半期末時点では、ご覧のとおり緊急的抑制と合わせ、単体▲370億円、連結▲520億円の削減を実施しました。



○ 22ページをご覧ください。非鉄道事業においても取り組みを進めています。
○ 物販飲食業では、大阪駅構内にございます「エキマルシェ大阪」を、先月26日にリニューアルオープンいたしました。
○ 時差通勤やテイクアウトといった新しい生活様式を念頭に店舗づくりを行い、「食のバラエティパーク」として、幅広い食品の品揃えを実現しています。
○ 不動産業におきましては、かねてより事業環境を見極めながら推進してきました「三ノ宮」のまちづくりプロジェクトにつきまして、10月に神戸市様・UR様と今後の連携・協力に関して協定を締結いたしました。今後、計画の更なる具体化を進めてまいります。
○ ホテル業では、グランヴィア京都におきましては専用ラウンジを拡張し、ワンランク上のホテルライフをご提供。お客様のご期待にお応えし、ブランド力を磨いてまいります。
○ 旅行業についても確実に構造改革を進捗させています。20年12月に194ありました店舗数は今年9月末時点ですでに87店舗にまでなりました。
○ ワクチン接種事業の運営業務を約250件受託するなど、BtoB事業の拡大を図っています。



○ 続いて、地域共生の深耕の進捗につきましてご説明します。23ページをご覧ください。
○ 新幹線につきましては、EXサービスの機能拡充を次々行っているほか、今後の需要回復に向けて様々な取組みを行っています。
○ スライド右上に記載のとおり、お求めいただきやすいお値段で西日本エリアが乗り放題となる「JR西日本どこでもきっぷ」を設定。ご旅行にお出かけいただくきっかけをご提供しています。
○ また、10月からはJR東海様と共同でS Work車両を試行導入するなど、時間と場所にとらわれないニューノーマルでの働き方に対応する「新幹線でのワークプレイス」のご提供を始めています。
○ 引き続き、まちづくりで活性化する都市間を結ぶ広域鉄道ネットワークの基軸として、新幹線の競争力を高めてまいります。



○ 続いて、非鉄道事業の取り組みです。24ページをご覧ください。
○ 中核都市のまちづくりプロジェクトである「富山駅南西街区」の再開発事業が、来年春に開業します。ショッピングセンターのMAROOTに加えて、関西以外では初出店となるホテルヴィスキオ富山を開業させ、地域のにぎわいを創出してまいります。
○ ホテル業・旅行業におきましても、政府で導入に向けた検討が進む「ワクチン・検査パッケージ」に先立ち、接種済みのお客様を対象にしたプランの展開を行っています。



○ ここで、当社が推進する「まちづくりプロジェクト」の特徴について、改めてお話しします。25ページをご覧ください。
○ 当社は2011年の大阪ステーションシティ開業から、段階的に大阪駅及びその周辺開発に取り組んでまいりましたが、今年3月には新駅ビル建設に着工するなど、いよいよ総仕上げのフェーズにあります。
○ また、ご案内のとおり、大阪駅周辺では当社のプロジェクトのみならず、「うめきた2期地区開発」といった他事業者様の大型プロジェクトも進行しており、今後、大阪駅ひいては大阪の都市としてのポテンシャルがますます拡大していくことが期待されます。
○ 広島、さらには三ノ宮においても、周辺の大型開発が計画されており、それらと連動するように当社プロジェクトを推進していくことで、不動産事業のみならず、鉄道事業をはじめグループ全体で、まちづくりプロジェクトの効果最大化を図ってまいります。



○ デジタル戦略につきまして、26ページをご覧ください。
○ 「顧客体験の再構築」として、23年春リリース予定のモバイルICOCAやWESTERをキーデバイスとして、一人ひとりのニーズに対応したシームレスな移動や生活サービスの提供を目指しています。
○ WESTERの機能向上を図ったほか、EX-MaaSローンチに向けた布石となる「EX旅のコンテンツポータル」を、11月からサービスインします。
○ 次のページをご覧ください。



○ コロナの⾧期化はまだまだ予断を許さない状況であり、今は非常に厳しい状況にあると認識していますが、構造改革をはじめとした取り組みを着実に進め、筋肉質な経営への「変革」を進めてまいります。
○ 他方、これまで需要創出に向けた様々な取り組みを進めてまいりました。
○ これら豊富な機会を逸することなく「復興」につなげていくことで、コロナ前を上回る利益水準をできる限り早期に実現するため努力していく所存です。
○ また、その道のりにおけます投資家様などへの開示内容につきましても見直しを行い、今期末にはあらためてお示ししたいと考えています。
○ 私からの説明は以上です。






















